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母子保健事業の一元化に伴う課題と対応
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　平成6年度に地域保健法が制定され，平成9年度から主な母子保健事業が市町村に移譲されることとなっ

ている。移譲に伴って想定される課題の検討のため，現状の母子保健事業について，政令市である岐阜市を

除く岐阜県下98市町村の事業の現状調査，8市町村の現地調査，県保健所の事務量調査および市町村関係者

からの意見聴取を実施した。調査の結果および移譲に伴って対応すべき課題の主なものは次のようであっ

た。

　1)　乳幼児の健康診査回数は人口規模の小さい市町村ほど回数も少なくなっており，乳児の月齢に応じた

健康診査が実施されているところは少ない。

　2)　人口規模の小さい町村ほど保健所保健婦の支援する割合が高い。

　3)　母子保健関連の保健所の事務量は1保健所当たり年間918時間であるが，地域の特性から保健所毎で

開きがみられる。

　4)　移譲に伴う市町村の要望は，国・県での財源措置，保健婦等マンパワーの充足，医師会との調整，保

健所の支援等が多い。

　5)　人口規模の小さい町村では健診の医療機関委託や隣接市町村との共同実施など効率的な対応が望まれ

る。
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